
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE COLOWIDE CO.,LTD.

最終更新日：2018年12月28日
コロワイド

代表取締役社長 野尻　公平

問合せ先：取締役　瀬尾　秀和

証券コード：7616

http://www.colowide.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、お客様に「楽しかった、美味しかった」と喜ばれる仕事をすることで、社員の幸福を達成すると同時に、「食」を通して社会に貢献することを
企業理念としております。

当社グループの主な事業内容は、直営飲食店チェーンの展開、飲食店のFC事業展開、カラオケハウスの運営、各種食材・食料品の購買・加工・
流通・販売等であります。これら飲食業を営む企業の遵守すべき法律としては、食品衛生法、消防法、個人情報保護法等があり、また上場会社と
して遵守すべきルールとして、コーポレート・ガバナンス・コード等があります。これらへのコンプライアンス体制を適切に構築することにより、当社
の企業理念や経営戦略を着実に遂行できる基盤が整うことになり、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するものになると考え
ております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4】（株主総会における権利行使）

当社は、機関投資家の議決権行使比率が90%以上であることや海外投資家比率の低さを勘案し、現状、議決権の電子行使や招集通知書の英訳
は行っておりません。招集通知の英訳については、海外投資家の比率等を 勘案しながら、今後導入するか否かを検討してまいります。

尚、海外投資家に会社概況を理解していただけるよう、決算短信や決算説明会資料等、株主、投資家向けの情報の一部について英訳を行うとと
もに、英文の会社案内等を作成し、当社ホームページ上に掲載しております。

【補充原則1-2-5】（株主総会における権利行使）

当社は、株主総会における議決権は、株主名簿上に記載または記録されている者が有しているものとして、信託銀行等の名義で株式を保有する
機関投資家等の実質株主が株主総会へ出席し、議決権の行使や質問を行うことは原則認めておりません。今後は実質株主の要望等を踏まえ、
必要に応じ信託銀行等と協議し、対応を検討してまいります。

【補充原則2-5-1】（内部通報）

通報をより迅速かつ確実に受け付けるため、相談・通報の受付及び調査を担う部署は内部統制室としております。尚、内部通報制度の運用状況
を適切に監督するため、通報された内容は、監査等委員と共有されております。

【補充原則4-1-3】（後継者計画の策定・運用）

代表取締役を含む経営幹部候補者の計画的な育成のために、戦略的な業務ローテーションにより候補者に多様な業務経験をさせ、業務知識の
習得、経営感覚の涵養の機会を設けるなど、その育成に努めております。次世代を担う経営幹部の育成は、持続的成長のための重要課題である
との認識の下、今後、十分な時間をかけた計画的な育成を行えるよう、代表取締役の後継者計画の策定を検討してまいります。

【補充原則4-2-1】（経営陣の報酬制度）

業務執行取締役の報酬は、基本報酬と賞与によって構成されておりますが、今後は、業績と連動する報酬制度についても検討してまいります。

【補充原則4-3-2】（代表取締役等の選任）

代表取締役等の選任は最も重要な戦略的意思決定であることから、当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できる経営手腕を有するもの
を選任しております。今後、更なる客観性・透明性の向上のための手法の確立を検討してまいります。

【補充原則4-3-3】（代表取締役の解任）

代表取締役の解任は、代表取締役がその機能を十分に発揮していないと認められる場合には、取締役会として適時・適切な対応をしてまいりま
す。今後、更なる客観性・透明性の向上ための手法の確立を検討してまいります。

【補充原則4-10-1】（任意の諮問委員会の設置）

当社では独立社外取締役を2名選任しており、各独立社外取締役とも豊富な専門知識と業務経験を活かして、取締役会や取締役への意見を述べ
るとともに、必要に応じて助言を行っております。また、取締役の指名に関しては、代表取締役の合議により候補者を選定し、独立社外取締役を含
む取締役会で決議しております。

当社は、現時点では任意の指名・報酬委員会等の独立した諮問委員会を設置しておりませんが、今後は独立社外取締役をメンバーに含む、任意
の諮問委員会等の設置を検討致します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】（いわゆる政策保有株式）

当社は、取引先との協力関係を強化し、より円滑に事業活動を進めることを目的に、政策保有株式として、取引先の株式を保有しております。保
有に際しては、取引関係の強化によって得られる当社の利益と必要となる投資額等を総合的に勘案のうえ、投資判断を行っております。尚、近年
の経営環境の変化を踏まえ、今後は株式の政策保有を縮減する方針としており、当該方針に基づき2018年3月期に政策保有株式を縮減致しまし



た。 当社は、政策保有株式の議決権行使については、その議案の内容を精査し、当該企業の持続的な企業価値の向上を通じた取引関係の維

持・強化に資するかを判断のうえ、適切に議決権を行使しております。

【原則1-7】（関連当事者間の取引）

当社が取締役と取引を行う場合は、取締役会で事前の承認行うこととしており、これにより、取引の監視を行っております。

また、当社が主要株主等と取引を行う場合は、一般的な取引と同様、所定の規定に基づき承認することとしており、その内容は有価証券報告書に
おいて開示しております。

【原則2-6】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社の退職年金制度は、確定拠出企業年金のため、企業年金の積立金の自らの運用は無く、財政状況への影響も有りません。

【原則3-1】（情報開示の充実）

　1.会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　（1）当社は、「食」を通しての社会貢献を目指しており、具体的には企業理念・成長戦略・中期計画等を定め、当社ホームページで公表しており

　　　　 ます。

　　（2）長期ビジョン＝「外食日本一企業の実現、そしてグローバル外食企業へ」

　　　　 長期ビジョンは、上記（1）の会社の目指すところを簡潔・具体的に示したものであり、当社における「持続的成長と中長期的な企業価値の

　　　　 向上」の具体的なイメージとして、社内外の全てのステークホルダーに提示するものであります。これは、規模のみを意味するものではな

　　　　 く、質的にも「オンリー・ワン企業」を目指すという意味を込めたものであります。

　2.本コードのそれぞれの原則を踏まえたコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　本報告書１－１．基本的な考え方に記載しております。

　3.取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続き

　　取締役の報酬を決定するにあたっての方針は以下の通りであります。

　　業務執行取締役の基本報酬は、世間水準や事業の状況等を勘案し、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で取締役会において

　　決議するか、または取締役会が代表取締役に合議において決定するよう委任いたします。また、業務執行取締役の賞与に関しては、会社の

　　事業成果等を反映し支給される場合があり、その金額は、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で取締役会の決議により支給

　　総額を決定し、代表取締役の合議により配分額を決定致します。

　　監査等委員取締役の報酬は、基本報酬のみで構成され、業績反映の要素はなく職責に応じて、株主総会において承認された報酬限度額の

　　範囲内で監査等委員である取締役の協議により決定致します。

　4.取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・社外取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

　　取締役及び社外取締役の指名にあたっては、性別、年齢、国籍の区別なく、それぞれの資質・識見・経験等を十分考慮の上、その職務と責任

　　を全うできる適任者を指名する方針としております。

　　取締役候補者及び社外取締役候補者の指名は、代表取締役の合議により候補者を選定し取締役会で決議しております。

　5.取締役会が上記4.を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役・社外取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　　取締役の選任・指名については、「株主総会招集ご通知」に略歴等を記載しております。

　　社外取締役については、個々の選任理由を「株主総会招集ご通知」に記載しております。

【補充原則4-1-1】（取締役会としての経営陣への委任の範囲）

当社は、コーポレート・ガバナンス体制として、監査等委員会設置会社を選択しております。監査等委員会設置会社においては、取締役会におけ
る議決権を有する監査等委員である取締役が監査を行うことによる監査・監督の実効性の向上と、内部監査部門を活用した監査の実施による内
部統制の実効性の向上が図れるものと考えております。

また、当社は定款において、取締役会の決議によって重要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役に委任することができる旨定めておりま
す。これにより、個別の業務執行については、社内規程に基づく意思決定によるものとすることで経営陣に委ね、取締役会としては経営陣の業務
執行を監督する機能の強化を意図しております。

【原則4-8】（独立社外取締役の有効な活用）

当社は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する識見と経験を備えた独立社外取締役2名を選任しております。

【原則4-9】（独立社外取締役の独立性判断基準）

当社の社外取締役は、独立性を保つため、以下に定める要件を満たすものとしております。

　1.当社又はその子会社の業務執行者（*1）ではなく、過去10年間においても業務執行者でなかったこと。

　2.当社の会計監査人のパートナー又は当社の監査に従事する社員等ではなく、最近2年間、当社の監査業務を担当したことがないこと。

　3.当社の大株主（直接・間接に10％以上の議決権を保有する者）の業務執行者、もしくは当社が大株主である会社の業務執行者でないこと。

　4.当社の主要な借入先（*2）の業務執行者ではなく、最近2年間においても業務執行者ではなかったこと。

　5.当社の主要な取引先（*3）の業務執行者ではなく、最近2年間においても業務執行者ではなかったこと。

　6.弁護士やコンサルタント等であって、当社より、役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を受領している者でないこと。

　7.当社より、年間1,000万円を超える寄付金を受領している団体の業務執行者でないこと。

　8.当社の取締役の二親等以内の親族でないこと。

　9.当社との間で、取締役・監査役又は執行役員を相互に派遣している関係でないこと。

　（注）

　　*1　業務執行者とは、業務執行を行う取締役及び執行役並びに重要な使用人を言う。

　　*2　主要な借入先とは、連結総資産の2％以上に相当する金額の借入先を言う。

　　*3　主要な取引先とは、ある取引先との当社の連結ベースでの取引額が、当該取引先の最終事業年度における年間連結売上の2％の金額を

　　　　 超える取引先を言う。

【補充原則4-11-1】（取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方）

　1.当社は、事業子会社を傘下に持つ持株会社であることから、業務執行の多くをグループの各事業子会社に委ねる一方、持株会社ではグルー

　　プ戦略の構築と、各事業子会社の業務執行状況の管理・監督を行う体制となっております。取締役会もグループ戦略と各事業部門をカバー

　　できる知識・経験・能力のバランスを確保しつつ、ジェンダーや国際性の面を含む多様性を確保し、且つ経営判断に優れた取締役により構成し

　　ております。



　　また、監査等委員に関しては、財務・会計・法務に関する知見・経験を有するものを選任するものとしております。

　　（1）当社グループでは、「持続的な成長と中長期的な企業価値の向上」を念頭に、長期ビジョンとして「外食日本一企業の実現、そしてグロー

　　　　バル外食企業へ」を据え、M&Aと積極的な出店を成長戦略の柱としております。成長と共に拡大する組織の適時・適切な再編による経営

　　　　効率の維持向上と、中長期的な成長には不可避である海外展開も重要な実施事項としております。

　　（2）これらの方針に基づき、各事業子会社の事業計画・年度予算は策定・遂行されており、これを統括・管理し、グループ全体として「持続的な

　　　　 成長と企業価値の向上」を図ることが当社の役割となります。

　　（3）事業子会社には上場会社も含まれ、これら子会社の筆頭株主として各社の独自性を尊重しつつ、グループ全体の経営効率の向上を通

　　　　 し、グループの「持続的な成長と中長期的な企業価値の向上」を目指しております。

　　（4）以上を踏まえ、持株会社としてグループ全体の成長戦略、営業戦略、購買・物流戦略、財務戦略、海外戦略等の分野を含む、幅広い経営

　　　　 判断・意思決定及び監督・監査に必要な知識・経験・能力のバランスと多様性を当社取締役会として確保しております。

　　（5）当社は、コーポレート・ガバナンス体制として監査等委員会設置会社を選択しており、取締役会における議決権を有する監査等委員である

　　　　 取締役が監査を行うことにより、監査・監督の実効性の向上が図れるものと考えております。

　2.取締役会の規模に関しては、監査等委員でない取締役の人員枠を10名、監査等委員である取締役の人員枠を5名としております。

　　（1）各事業子会社の業務の遂行と経営の監督・監査は、それぞれの事業子会社の取締役会が行い、それらの現状報告をグループ役員会で

　　　　 受ける体制であることから、当社の取締役会規模は、現状、監査等委員でない取締役が７名、監査等委員である取締役が３名としておりま

　　　　 す。

　　（2）今後も、上記人員枠内で「持続的な成長と企業価値の向上」に資する取締役会の質と規模を継続的に確保するものといたします。

【補充原則4-11-2】（取締役の兼任状況）

当社社外取締役が、他の会社の役員等を兼任する場合においては、当社の取締役としての役割・責務を適切に遂行するために必要となる時間・
労力を確保するために、合理的な範囲の兼任数であるべきとの考えから、当社の業務に支障が無いことを確認しております。

今後、兼任が発生する場合においては、その兼任が合理的な範囲内であるかを取締役会において判断を行います。また、その兼任状況を開示す
るものといたします。

【補充原則4-11-3】（取締役会の実効性についての分析・評価）

毎年1回、取締役会は、自己評価等の方法により、取締役会全体の実効性の分析・評価を実施致します。直近では、2018年５月29日開催の取締
役会において実施し、その結果の概要を開示しております。

http://www.colowide.co.jp/ir/ir_file.php?ir_no=321

【補充原則4-14-2】（取締役・監査役のトレーニング方針）

当社においては、その時々の経営環境に適した内容のセミナーへの参加等により、取締役として業務遂行上必要となる知識の習得を行っており
ます。

また、社外取締役に対しては、当社の事業・課題の理解を深めることを目的として、随時、当社の事業戦略、財務内容、リスクマネジメントについて
の説明や、その他、経営監督・監査に必要な重要情報の提供を行っております。

【原則5-1】（株主との建設的な対話に関する方針）

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、株主との建設的な対話を進めるよう努めております。

　1.当社における株主との対話については、代表取締役社長の下に、総務部、広報室、経理部が連携して対応しております。

　2.株主との対話を促進するために、社内の関係各部は必要な情報の共有など、積極的に連携を進め、適時・適切な情報開示を行っております。

　3.定時株主総会後に株主との対話会を開催することにより、多くの株主からの意見・要望の共有ができると同時に、当社経営陣の考えを直接、

　　多くの株主に伝えることができることから、本対話会は非常に重要な株主との対話の場と位置付けております。

　4.決算確定後、国内、海外共に投資家説明会を行っており、これにより投資家の当社に対する理解を深め、持続的成長のための基盤の充実を

　　目指すと同時に、海外での当社の認知を広め、海外事業展開による持続的成長も展望しております。

【原則5-2】（経営戦略や経営計画の策定・公表）

当社では、中期経営計画を策定し、長期のビジョン、中期・短期の課題を定めると共に、具体的な戦略を設定し毎年そのレビュー結果を決算説明
資料中で開示しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社サンクロード 5,966,930 7.93

蔵人　金男 4,067,606 5.40

蔵人　良子 4,062,750 5.40

蔵人　賢樹 3,264,617 4.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,529,400 2.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 1,275,600 1.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,231,300 1.64

鈴木　理永 1,094,625 1.45

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 948,000 1.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口2） 913,400 1.21



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

（１）当社グループは多業態多店舗展開を進めております。業態開発の方法として自主開発に加え、平成14年１月よりM&Aによる方法を採用して
おります。現在では、当社グループは当社及び連結子会社35社で構成されており、外食事業を幅広く営んでおります。今後も業態の多角化と店舗
網の拡大を加速するため、M&Aを積極的に推進して参ります。従って、グループ会社の運営の効率化、収益性の向上が継続的な課題となります。
当社は、各グループ会社の自立性を保つことを基本方針としており、グループ会社の経営方針の決定は各社に委ねますが、グループ会社での新
規出店等に関する店舗政策や投資戦略につきましては、個別の案件毎に当社取締役会に上程し、承認を受けることを義務づけております。

（２）上記「２.資本構成[大株主の状況]表につきましては、2018年９月30日現在の株主名簿に基づき記載しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

福崎真也 弁護士

谷　充史 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

福崎真也 ○ ○ 独立役員に指定しております。

企業法務に関する専門知識と豊富な業務経験
を有しておられることから、職務を適切に遂行
して頂けるものと判断したもの。

（独立役員指定理由）

意思決定に対して影響を与える特別な利害関
係はありません。



谷　充史 ○ ○ 独立役員に指定しております。

金融機関在任中に得た幅広い業務知識と経験
に基づき、財務・会計に関する豊富な知見を有
しておられ、また監査役としての経験も豊富で
あることから、職務を適切に遂行して頂けるも
のと判断したもの。

（独立役員指定理由）

当社のメインバンクである（株）みずほ銀行を退
職してから15年経過していること、また、（株）み
ずほ銀行の当社株式の持株比率も1％に満た
ないこと等の観点から意思決定に対して影響を
与える特別な利害関係はないものと判断してい
ます。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

監査等委員会は、内部監査担当との連携により監査を実施することから、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を設置しておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

（1）監査等委員と会計監査人は、随時相互の監査結果の情報交換を行っており、当社の業務執行状況及び会計業務の把握と監視を行っておりま
す。

（2）企業集団の内部統制を担当する部署として、社長直轄の内部監査担当を置き、グループ各社への指導・支援を実施しております。また、内部
監査担当は、グループ各社の内部統制の状況についてまとめ、定期的に当社取締役会及び監査等委員会に報告することになっております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

当社は2004年10月１日より持株会社に移行しました。現在、持株会社である当社の取締役への業績連動や自社株報酬などのインセンティブ制度
は採用しておりません。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2018年３月期における取締役（監査等委員を除く）報酬額は329百万円であり、同期における取締役（監査等委員）の報酬は16百万円（うち、社外
取締役７百万円）であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役のサポート体制】

当社は、監査等委員会設置会社であり、社外取締役は監査等委員であります。

監査等委員会のサポート体制は、下記「3．現状のコーポレートガバナンスを選択している理由」のとおりです

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の定時取締役会は月１回以上開催されます。この定時取締役会には、当社の取締役全員に加えて、グループ会社の各社長が出席します。
定時取締役会で、経営方針、法令事項等、経営に関する重要事項の意思決定及び業務遂行状況の管理がなされております。

監査等委員は、監査法人等との連携の下、業務執行の適法性、妥当性の監視を行なうこととしております。

当社の監査業務を執行した公認会計士は根本剛光氏、間宮光健氏及び新名谷寛昌氏の３名であり、いずれもあずさ監査法人に所属しておりま
す。

内部監査関係については、法令遵守のため或いは売上金管理のため、社長直轄の内部監査チームを設けておりますが、内部監査チームのメン
バーは全員、持株会社であるコロワイドの総務部・内部監査担当、販売子会社の店舗監査室及び事業部長や地区長が兼務しており、かつ、組織
の改変により変動することもあり人数は固定できませんが、2018年５月末時点では

（イ）管理部門監査では、集計分析・監査計画立案及び評価担当

　　　コロワイドより２名

（ロ）店舗業務監査では、集計分析・監査計画立案

　　　コロワイドMDより２名

　　　評価担当は、コロワイドMDより店舗監査室２名、人事総務部１名及び地区長約60名となっております。

尚、アトムにつきましては、「内部監査室」を設け専任者７名、また、レインズインターナショナルにつきましては専任者７名、カッパ・クリエイトにつき
ましては「内部監査室」を設け専任者４名で上記の業務を担当しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は監査等委員会を設置しております。外部からのチェック機能の強化という観点から、監査等委員である取締役３名のうち２名の社外取締役
を選任し、経営監視機能の充実を図っております。両取締役は当社グループ役員の出席する取締役会において、経営管理及び外食企業のあり方
の観点から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行うこととしております。また、両取締役から監査等委員会に
おいて、当社の経営上有用な指摘、意見、その他必要な助言をいただき、経営の透明性と適正性を確保してまいります。尚、社外取締役の2名
は、独立役員として届出書を提出しております。

上記の監査制度を十分に機能させるため、営業のみならず管理部門の責任者より現状報告の体制を敷いております。主なものは以下のとおりで
す。

（１）財務・営業・店舗開発・教育・マーチャンダイジング担当の各取締役は、定期的に又は監査等委員の求めに応じて、監査等委員と会合を持ち
意見交換を行うこととしております。

（２）金融商品取引法における内部統制報告義務への対応するための内部統制担当部署は、定期的に又は監査等委員の求めに応じて、監査等
委員と会合を持ち意見交換を行うこととしております。

（３）食品衛生法、消防法等法令遵守のための内部監査部署は、定期的に又は監査等委員の求めに応じ、監査等委員と会合を持ち意見交換を行
うこととしております。

（４）会計監査人からの監査結果等の聴取及び意見交換のため、随時会計監査人との会合を行うこととしております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会の開催日約３週間前に当社及び東証のホームページに開示し、20日前までに
発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
2018年６月開催の第56期定時株主総会につきましては、集中日を回避し、６月26日（火曜
日）に実施いたしました。今後とも集中日を回避した株主総会を行います。

その他
株主総会後には「対話会」をもち、直接、株主様からご質問・ご意見をいただき、当社経営
陣が、直接、ご回答・ご説明することで、双方向でのコミュニケーションの向上を図っており
ます。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第2四半期、決算期に説明会を行い、当社事業の内容、展開等について説明
を行っております。また、必要に応じて、アナリスト及び機関投資家向けにス
モールミーティング及びワン・オー・ワン・ミーティングを開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

有価証券報告書、決算短信、月次売上の前年比、店舗の情報、会社案内（日
本語・英語）、ファクトブック（日本語・英語）、会社案内ビデオ（日本語・英語）、
投資家説明資料及びその他適時開示資料を当社ホームページに掲示しており
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置 IRに関する部署（担当者）の設置、IRに関する担当者を決めております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は企業理念に基づいた以下の取り組みを行っております。

（1）ノーマライゼーションの推進

（2）バリアフリーの推進

（3）分煙の推進



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社の内部統制システムの基本方針は以下のとおりです。

第1編 総則

当社は、会社法及び会社法施行規則にもとづき、（１）業務の有効性・効率性（２）財務報告の信頼性の確保（３）法令・定款等の遵守という三つの
目的を実現するために、内部統制基本方針を定める。

行動指針

（１）取締役会は、内部統制基本方針を策定し、取締役による内部統制の実施状況について定期的または随時報告をうけ、また、報告を指示し、
内部統制の実施状況を監督し、適宜、内部統制基本方針の見直しを行う。

（２）代表取締役は、取締役会が決定した本内部統制基本方針に基づく内部統制の整備及び運営に責任を負い、上記三つの目的を当社の最優先
課題とすることを全職員に周知徹底する。

（３）法令及び社会倫理規範の遵守（コンプライアンス）に関する内部統制の整備および監督を行うために、社長直轄の内部監査担当を置く。

（４）当社グループ全体の横断的な立場で内部統制の整備及び監督を行うために、当社取締役会には、当社の取締役全員に加えグループ会社各
社長も参加させる。

第２編 法令・社会倫理規範遵守の管理

法令遵守のための内部監査の実施

（１）法令遵守のための内部監査の意義

当社グループの各営業店舗、セントラルキッチン及び工場は、飲食業に従事する者として、まず食中毒の発生を未然に防ぐため、手洗いの励行、
食材賞味期限の厳守、健康チェック表による体調管理が実施がされているか等の点検、清掃の徹底を行います。また、営業店舗には多くのお客
様をお迎えするため、火災の発生を未然に防ぐことは勿論のこと、万一火災が起きた場合を想定して避難口の表示と避難経路の確保等の点検を
行います。更に、当社グループ店舗では、未成年者の飲酒禁止を徹底させるために、未成年者飲酒禁止のポスターの店舗内掲示並びに来店者
の中に未成年者がおられる場合のワッペンの配付を行っています。

（２）運営方法

各子会社社長は直轄の内部監査チームを作り、内部監査を行っております。内部監査は、食品衛生法、消防法、個人情報保護法その他関連法
規を踏まえた営業許可証・食品衛生責任者届出書・防火管理責任者届出書等の適正性のほか、これらの法令遵守に欠かせない項目を網羅した
チェックリストに基づいて行われております。

第３編 リスク管理

当社グループは、店舗でのあらゆる緊急事態に備える目的で、リスクを下表のように分類し、適時・適切な報道対応も含め全ての対応策について
「危機管理マニュアル」、「緊急事態対応マニュアル」を作成して、緊急態勢を整えております。

（１）通常営業時対応・・・・店舗における一般苦情、難癖をつける苦情（金銭苦情型）

（２）大規模災害対応・・・・地震、台風、豪雨、豪雪、火災、爆発、事故

（３）食品事故対応・・・・・・食中毒

（４）その他・・・・・・・・・・・・上記以外の店舗被害

上記以外の業務遂行上の重要な意思決定ないし事業遂行等に内在するリスクは、取締役会において管理しております。

第４編 業務の効率性

（１）当社は、各子会社の中期経営計画に基づく年度実行計画策定に際し、グループ全体の中期経営計画に基づき、当該年度の予算（業績目標）
を設定し提示します。新規出店・リニュ－アル・閉店などの店舗政策については、原則として、中期経営計画の目標への貢献を基準に、その優先
順位を決定します。

（２）各子会社の社長は、各子会社が実施すべき具体的な施策を決定及び効率的な業務遂行体制の構築を行います。

（３）取締役会は、毎月、各子会社に目標未達の要因の分析、その要因を排除・低減する改善策の報告を受け、更にその改善策の進捗状況を管
理します。

（４）子会社での新規出店・閉店に関する店舗政策につきましては、当社取締役会に上程し承認を受けます。

尚、経営環境の変化に機動的に対応しつつ取締役会の機能の継続的向上を図るため、取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数を10名の
枠内で適時・適切に運用しております。また、当社同様に子会社の取締役の任期を１年として適格性に対する見直しの頻度を高めます。

第５編 財務報告の信頼性確保

当社は、財務報告の信頼性を確保するために、以下を実施する、

（１）コロワイドグループにおける財務報告に係る内部統制の構築のため、コロワイドに内部統制室を置き、コロワイドMD、アトム、レインズインター
ナショナル、カッパ・クリエイト等連結子会社内部統制責任者との連携のもと全社的に行う。

（２）現行の財務諸表作成過程において、公正妥当と認められる基準に基づいて内部統制の整備状況及び運用状況を確認し、評価・改善・文書化
を行う。

（３）財務報告に対する重要な影響を及ぼすリスクについてより慎重に分析を行い、有効な統制を重点的に実施し、業務の改善を行う。

（４）商取引及び経理に関する社内規程を整備し、周知・徹底・遵守に努める。

第６編 企業集団の内部統制確保のための体制

企業集団の内部統制の部署として、社長直轄の内部統制担当を置き、グループ各社への指導、支援を実施します。また、内部統制担当は、グ
ループ各社の内部統制の状況についてまとめ、定期的に当社取締役会及び監査等委員会に報告することとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社グループでは、反社会的勢力に対しては一切関係を持ちません。

反社会的勢力排除に向けた整備状況

「お客様の声」センターを対応窓口として内容によって関係者で対応するほか、企業防衛対策協議会等、弁護士、警察等と連携し積極的な情報収
集、管理を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社の企業価値を高めることを最大の買収防衛策と考えております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――





【適時開示の体制】

　　　　　　　　開示手続

　　　　　　　　開示指示

　　　　　　　　開示決定 　　　　　　　　開示決定

代表取締役 監査等委員会

監査

　　　　　　　　上申 　　　　　　　　上申

　　　　　　　　報告 　　　　　　　　報告

財務経理本部

　　　　　　　　報告 　　　　　　　　報告 　　　　　　　　報告

決算に関する情報 決定事実に関する情報 発生事実に関する情報

情報取扱責任者

情報取扱責任者　開示の要否確認

各部門・子会社　開示の要否確認

取締役会

株主・投資家等への情報開示

財務経理本部（情報開示担当者）


